
  減税を行う目的は物価高騰により厳しい状況にある生活者を支援し、私たちの生活を下支えするために、  

２０２４年度（令和６年度）税制改正において新たな制度「定額減税」が発表されました。 

2024年1月30日に国税庁ホームページでは特設サイトが発表されましたが、今月号でどのように所得税の所
得税額が減税されるかの流れをお伝えします。 

  

１． 対象者 

   ２０２４年分所得税の納税者である居住者で、合計所得金額が1,805万円以下 

  （給与収入のみの場合は収入が2,000万円以下）の方です。 

 

２． 定額減税額（合計額が所得税の所得税額・住民税の所得割を超える場合には 

        その所得税額・所得割を限度とします。） 

 

 

 

 

 

 

 

３． 減税方法（所得税） 

  給与支払者がお給料や賞与を支払う際に源泉徴収税額から定額税額を控除する方法で行われます。 

① 2024年６月１日以後に支払う給与等に対する源泉徴収税額から定額税税額を控除する事務 

  （以下「月次減税事務」といいます） 

  

② 年末調整の際、年末調整時点の定額減税額に基づき精算を行う事務（以下「年調減税事務」といいます） 
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所得税・個人住民税の定額減税 

～１人当たり４万円の定額減税～ 
2４-00２号 
通巻：２５４ 

 

 所得税額 住民税 

本人 ３万円 １万円 

生計同一配偶者及び扶養親族 

（いずれも居住者のみ） 

１人につき 

３万円 

１人につき 

１万円 



 

３。 月次減税事務の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．年末調整事務の手順 

 国税庁ホームページの「年末調整がよくわかるページ」で各種情報を2024年9月頃から
随時掲載する予定です。 

 

参照 ： 財務省「税制改正の大綱」・「税制改正の大綱の概要」、自民党税制調査会資料 

       税務通信・速報税理、国税法ホームページ 

～コメント～ 

 「同一生計の配偶者や扶養親族の数」は 毎月の給与や賞与における源泉徴収税額の計算のための「扶

養親族の数」と異なる場合があります。「同一生計配偶者」とは合計所得が４８万円（収入１０３万円）以下のみ

が該当し、「扶養親族」とは所得税法上の控除対象扶養親族だけではなく、16歳未満の扶養親族も含まれる

ためややこしいです。また一人ずつ控除金額、翌月繰越金額も異なるためため給与支払者の事務負担が増

加することが懸念されます。            

                        クラージュ総合会計事務所  武内 麻衣 
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